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 〔一次点検評価：公社等の自己点検〕  

 視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立） 
公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業の

企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメント

サイクルの視点  
１ マネジメントサイクルの確立 
  経営計画等の具体的な成果目標とこれまでの評価、事業目標とその実績（付表２）

の評価 
 

(1) 評価目標と実績 

・ 教育旅行推進事業 

教育旅行誘致キャラバン 21 都道府県 （目標８方面程度） 

・ ホープツーリズムツアー販売事業 

ツアー販売件数 486 件（目標 425 件） 

・ 福島県観光物産館運営事業 

売上額 1,084,769 千円（目標 1,120,000 千円） ※税抜き 

・ 日本橋ふくしま館運営事業 

売上額 469,196 千円（目標 473,000 千円） ※税抜き 

(2) 事業目標と事業実績(付表２)に係る評価 

ア 公益目的事業 

令和７年度は、令和７年度のふくしまプレデスティネーションキャンペーン（以

下、プレＤＣ）期間中の情報発信の強化など誘客促進に取り組むとともに、令和８

年度のふくしまデスティネーションキャンペーン（以下、ふくしまＤＣ）を見据

え、本県の強みである自然、温泉、歴史、そして日本酒を始めとする食や伝統工芸

品などの魅力を活かし、本県全域を対象とするＤＭＯとして各観光関係団体等と

連携しながら誘客促進に努めた。 

また、アンテナショップや物産展における優れた県産品の魅力発信と販売促進

を図ったほか、流通業者や消費者からの情報を事業者・生産者へフィードバック

することにより、競争力の高い商品開発と効果的な販路開拓を支援した。 

(ｱ) 観光振興事業 

・ 国内誘客の推進については、公式ホームページやＳＮＳの運営、観光情報誌

の発行、各種イベントへの出展等により本県の魅力を積極的に発信するとと

もに、専門家を講師とした地域の観光コンテンツのブラッシュアップやデジ

タルマーケティングの手法を取り入れたデータ分析やプロモーションの実施

等、様々な観点から観光振興に取り組んだ。 

・ 海外誘客については、海外のエージェントに対する旅行商品造成支援や当

協会の英語サイトやＳＮＳ等によるきめ細やかな情報発信を行うなど、ター

ゲットのニーズに合わせた取組を行った。 

また、国際教育旅行誘致のため、現地での商談会への参加や台湾での学校

訪問を実施したほか、浜通りの観光についても受入体制整備やセールス活動

を実施するなど、ホープツーリズムを切り口としたインバウンド誘客拡大に

も取り組んだ。 

・ ホープツーリズムについては、教育旅行や企業・団体等の人材育成研修、協

会受注ツアーの催行や旅行会社からの受注手配（ランドオペレーター）等に適

切に対応するとともに、新たなコンテンツの開拓やツアーの進行役であるフ

ィールドパートナーの確保・育成、企業研修プログラムの造成等により内容の

充実を図った。 
協会受注ツアーにランドオペレーター業務を加えたホープツーリズム全体

では、４８６件、１９，５８８名と過去最高となった。 
また、一般観光客を対象とした募集商品の造成やＷＥＢの多言語化対応、リ



2 
 

ピーターを対象とした公式 LINE の活用や公式アンバサダーと連携した周知

活動等、拡大する多様な需要に対応した取組を行った。 
・ 教育旅行については、誘致キャラバンにおいて学校や教育委員会へ直接訪

問し、方面変更の動向についてヒアリングするとともに、新規エリアへの調

査訪問等を実施した。県外における教育旅行誘致セミナー・商談会、教員向

けモニターツアーの実施により教育旅行来県実績に繋がる見込みのある学校

の拡大に取り組んだ。 
また、教育旅行入込数の半数以上を占める合宿の誘致活動として、スポー

ツ・文化合宿誘致の地域支援やスポーツビジネス産業展への出展などにより

本県への誘致促進に努めた。 
(ｲ) 県産品振興事業 

福島県観光物産館及び日本橋ふくしま館を核として、プレＤＣに併せて県産

品の魅力発信と販売促進を図ったほか、流通業者や消費者からの情報を事業者・

生産者へフィードバックすることにより、競争力の高い商品開発と効果的な販

路開拓を支援した。 

また、ＢtoＢ型(企業間取引)卸売事業の取引拡大や、ＢtoＣ型（小売販売）  

オンラインストア「ふくふくマルシェ」の運営を通し、県産品の販売促進、販

路拡大を図った。 

・ 福島県観光物産館においては、お客様の志向や動向を見ながら、柔軟な品揃

えの変更、発注、展示を行い、数多くの新商品や話題商品の展示販売に努める

ことにより、地元や県内外のお客様から多くの支持を得ることができたほか、

プレＤＣ効果も併せて新規客及びリピーター客の増加につながった。 

また、生産者と一体となって、極早生品種から晩成種まで長い期間、桃、ぶ

どう、梨、りんご、いちご、あんぽ柿などの果物を自家需要、ギフト需要両面

から買える場所としての確立に取り組んだ。 

さらに、ブランド鶏、牛、豚などの加工品販売や県産原乳の乳製品、県産大

豆を使った豆腐、納豆類、常磐ものヒラメ、ホッキ貝、青のりを中心とした魚

介類の販売に年間を通して取り組んだ結果、売上額は１,０８５百万円(税抜)

と過去最高となった。 

・ 日本橋ふくしま館においては、切れ目のない催事によるにぎわい創出や旬

の商品、話題性のある商品など魅力ある県産品の品揃えの充実を図るととも

に、外販対応の実施により、売上額は４６９百万円（税抜）と過去最高とな

った。 

令和５年度に策定した「新アクションプラン」に基づく取組など、適切な

店舗運営に努めるとともに、首都圏において、優れた県産品の魅力を始め、

プレＤＣの開催も契機とした本県の観光情報や定住・二地域居住情報、復興

へ向かう「ふくしまの今」を総合的・継続的に発信し、県産品の風評払拭と

販路拡大、観光誘客を図った。 

外販については、ふくしま応援企業ネットワークを始め、様々な企業・団

体、行政機関等へ積極的に働きかけを行い、首都圏における新規外販先の開

拓に努めるとともに、国や福島県とも連携しながら、企業・大学・オフィス

ビルや各種イベント会場において販売会を実施するなど県産品の認知度向上

や販売促進に取り組んだ。 

・ 物産展事業については、東北各県や全国の観光物産協会等と連携のもと、 

全国主要都市の百貨店等において観光物産展や催事を実施し、本県の優れた

県産品のＰＲ及び販路拡大とともに、観光客の誘致促進を図った。 

・ 卸売事業については、県外を中心に福島の酒等県産品の営業活動を積極的 

に行い、販売促進を図ったことにより、卸売額は１５１百万円（税抜）と過 

去最高となった。 

(ｳ) 施設管理運営事業 

・ くろがね小屋については、建て替え工事により小屋の営業が休止中のた
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め、県と連携のもと工事の進捗状況などに関する情報発信や、登山道のパト

ロールなどを行った。 

また、休止期間における顧客のつなぎ止めと周辺地域の観光振興を図るた

め、「新くろがね小屋あり方調査検討事業」を実施した。周辺自治体等と連

携した「ほんとの空ツーリズム！」では、新規顧客の獲得、情報発信、安達

太良山周辺の観光コンテンツの磨き上げを行った。さらに、観光物産館や山

開きにおいて、オリジナル商品（手ぬぐい、ピンバッチ、ポストカード）の

販売を行ったほか、山の日イベントにおいてくろがね小屋カレーを販売し

た。 

・ 天鏡閣・迎賓館については、季節に合わせた各種イベントを開催するとと 

もに、ステンドグラスや水彩画などの美術作品の展示会等の実施により、施設

の活用と誘客促進を図った。 

また、ＳＮＳやホームページによる情報発信を積極的に行い、認知度の向上

及び新規顧客の確保に取り組んだ。 

イ 収益事業 

・ 天鏡閣軽食販売事業は、天鏡閣の売店において、軽食及び土産品を販売した。 
福島県内の食材使用と季節感を意識し、猪苗代産ブルーベリー濃縮果汁を用

いたジュースの販売を新たに開始した。 
館内においては、ロイヤルティーや季節に合わせたケーキ、イベント限定スイ

ーツを提供した。明治風ドレス試着体験については、ＳＮＳでの情報発信によ

り、リピーターの獲得に取り組んだ。 

売上額(税抜) ５，４６５千円 (前年度比９８．９％) 

 

２ マネジメントサイクルにおける環境変化・住民ニーズの把握方法 

経営環境や住民ニーズの変化を把握するため、アンケート調査の実施や各種委員会

等における情報収集などを行い事業運営に反映している。 

(1) 販売を通した売れ筋商品等の情報収集と生産者等へのフィードバックによる商品

の改善等の提案 

(2) 来店者に対するアンケート調査によるニーズの把握 

(3) 物産展開催の百貨店売り場担当者からの売れ筋商品等情報収集 

(4) 市町村や企業・団体、マスメディア等からの観光情報の収集 

(5) 理事会・評議員会での意見並びに県の指導助言 

(6) 教育旅行推進委員会・国際観光推進委員会での意見並びに指導助言 

(7) ＰＯＳ管理システムによる売れ筋商品の把握及び在庫管理の徹底 

 

３ 中期事業・運営計画(平成２６年度～令和８年度） 

平成２９年３月 福島県商工業振興基本計画の改定に合わせて改定 

平成３１年１月 福島県商工業振興基本計画の目標年度である令和２年度まで延長 

令和 ４年３月 福島県商工業振興基本計画の改定に合わせて改定 

※ 第３期中期事業・運営計画（令和４～８年度） 

令和 ７年３月 第３期中期事業・運営計画の中間見直しを実施（令和７～８年度） 

 

４ 人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針の策定(平成２９年３月策定） 

当協会は、福島県との連携の下、観光と物産の振興の中核機関として大きな役割を

担っているところであり、その役割を確実に果たしていくためには、組織の充実強化

が必要となっている。このため、組織運営上の課題を抽出し、人材の確保及び育成に

よる組織運営の充実強化の基本的な考え方を定めた。 

◯ 基本的な考え方 

安定した財源を確保することにより、正規職員の採用、これまで以上に職員の

能力を高めるための人事配置や研修の充実など積極的な人材育成を行い、組織力

の向上を図っていく。 
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※ 別添 人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針 
 
 視点２：経済性・効率性 
         事業の収支バランスと採算性・収益性の視点  
 

１ 経営状況（付表３）及び経営分析等（付表４）についての評価 
(1) 収支バランス 

令和７年度の経常収益は、インバウンド関係の委託事業等の減により、前年対比

２．８％の減となった。 

また、経常費用は、委託事業等の減により前年対比２．４％の減となった。 

当期一般正味財産増減額は、対前年比１０，５８９千円の減となった。 

剰余金については、公益事業や将来の資産取得に充当する公益充実資金を、総額

２６９，９００千円積み立てた。 

≪令和７年度積立額≫ 

〇 公益充実資金 

・ 人件費等支払準備資金（Ｒ８）    175,000 千円 

・ 観光地経営戦略策定資金       10,000 千円 

・ ホームページサーバー更新資金     7,200 千円 

・ 物産館設備整備積立資金       77,700 千円 

(2) 経費削減策 

・ 能力開発、人材育成、適材適所の人事配置、公平・公正な処遇、適正な人事管理

を行うため、職員の勤務評定を実施（平成２４年度から）し、１２月の賞与並びに

定期昇給に反映させている。 

・ 事業費においても消耗品費、光熱水費等、常に経費削減を意識しながら運営に

当たった。 

今後も収支状況を勘案しながら、なお一層の経費の削減に努める。 

 

２ サービス向上策の評価 

・ お客様に対するサービスの向上、接客業務の改善及び運営の効率化を図るため、

外部講師による接遇研修や県内生産者等現地視察研修等を行い、職員の資質の向上

に努めた。 

・ サービス水準の向上を図るため、天鏡閣において、お客様アンケート調査を実施、

要望や意見を把握し、サービスの向上やクレーム対応に努め、業務改善に取り組む

とともに、職員間における情報の共有化を図った。 

・ 観光物産館は、お客様の志向や動向を見ながら、新商品や話題商品に対応した柔

軟な品揃えの変更、発注、展示販売に努めた。また、生産者と一体となって、果物を

長期間、自家需要、ギフト需要の両面から買える場所としての確立に取り組んだ。 

 さらに、ふくしまラウンジにおいて県産酒器や工芸品を使用した新酒鑑評会金賞

受賞酒の飲み比べを行った。 

・ 日本橋ふくしま館においては、優れた県産品の展示・販売や生産者による対面販

売、県産品の安全・安心に向けた取組や県内の震災後の復興情報、観光情報、定住

二地域居住情報等の総合的な情報発信を行った。 

また、中央省庁・企業向け販売会等の実施や企業単位での予約注文に対応するな

ど、首都圏におけるアンテナショップとして県産品の販売促進・販路拡大を図っ

た。 
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 〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕  

 視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立） 
公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業の

企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメント

サイクルの視点  
 

１ 概評 

  当該法人は、国内外からの観光客の増加と優れた県産品の普及啓発等の各種事業を実施

するに当たり、観光、物産振興の総合的・一体的な展開を計画的に遂行するため、平成 

２６年度から令和２年度まで、東日本大震災の影響や公益法人の認定等の大きな状況の変

化を反映させた中期事業・運営計画に基づいて運営を行っている。令和３年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響や県関連計画策定延期により、当該法人においても第２期中期

事業・運営計画を延長して運営を行った。令和４年度からは第３期中期事業・運営計画（計

画期間：令和４年度から令和８年度）に基づいて運営を行い、令和６年度に中間見直しを

実施している。 

  計画においては、行政と民間とをつなぐ役割を担うことを基本方針とし、原子力災害の

影響による観光業や県産品の深刻な風評被害の状況を踏まえ、観光と物産の連携強化を図

りながら事業を実施していくこととしている。 

  具体的な数値目標を掲げ、その目標を達成するための具体的な戦略を記載することによ

って、中・長期的な視野に立った運営が可能となっている。 

  一方、環境変化や住民ニーズに対応するため、消費者及び生産者に対するアンケート調

査、バイヤーからの情報収集などを行うことによって、当該計画等の修正を行い、年度計

画の策定に反映させるなど短期的なマネジメントサイクルが確立されている。 

  その上で、公益法人にふさわしい事業を実施するとともに、安定した収益の確保に努め、

経営状況や業務量を踏まえた人員の配置や、商品管理や在庫管理の徹底など、コスト削減

に向けた取組を行うことによって、持続可能な経営を行う必要がある。 

 

２ 個別事業の評価 

  当該法人の実施事業については、平成２５年４月１日に公益法人に移行するに当たっ

て、いわゆる公益法人認定法の趣旨に従い事業の枠組みを変更している。事業体系につい

ては次のとおりである。 

(１) 公益目的事業 

ア 観光振興事業 

   イ 県産品振興事業 

   ウ 施設管理運営事業 

 (２) 収益事業 

    天鏡閣軽食販売事業 

 

○（１）アについて 

観光振興事業は、①国内観光誘客の促進、②海外誘客（インバウンド）、③ホープツー

リズム、④教育旅行誘致に大きく分けられる。 

主なものとして次のとおりである。 

①については、ホームページ等により本県の魅力を積極的に発信するとともに、専門家

の派遣による地域の観光コンテンツのブラッシュアップやデジタルマーケティングの手

法を取り入れたデータ分析やプロモーション等を実施した。 

②については、海外のエージェントに対する旅行商品造成への支援や英語表示のホーム

ページ等によるきめ細やかな情報発信等を行うとともに、国際教育旅行誘致のため、現地

商談会への参加や学校訪問を行い、浜通りの観光に係るセールス活動を行うなど、ホープ

ツーリズムを切り口としたインバウンド誘客にも取り組んだ。 

③については、教育旅行や企業・団体等の人材育成研修、協会受注ツアーの催行や旅行

会社からの受注手配等に適切に対応するとともに、新たなコンテンツの開拓やツアーの進

行役であるフィールドパートナーの確保・育成、企業研修プログラムの造成等を行った。 
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また、ホームページ等の多言語化対応やリピーターを対象とした公式 LINE の活用、公

式アンバサダーと連携した周知活動など、拡大する多様な需要に対応した取組を行った。 

④については、誘致キャラバンにおいて学校や教育委員会への直接訪問を行い、ヒアリ

ングや新規エリアの調査訪問等や県外における教育旅行誘致セミナー・商談会、教員向け

モニターツアーを実施した。また、合宿の誘致活動として、スポーツ・文化合宿誘致の地

域支援やスポーツビジネス産業展への出展などにより本県への誘致促進を行った。 

 

○（１）イについて 

県産品振興事業においては、①県産品の普及啓発・販路開拓等、②新たな県産品の開発、

③ターゲットを明確にした情報発信に大きく分けられる。 

①については、観光物産館、日本橋ふくしま館の運営を通じて、県産品の普及啓発・販

路開拓に努めた。 

観光物産館は、顧客の志向・動向を見極めながら、品揃えの変更等を柔軟に行うことに

より、多くの顧客の支持を得られたほか、プレＤＣ効果もあり、新規客の獲得やリピータ

ー客の増につながり、過去最高の売上額となった。 

日本橋ふくしま館は、季節に合わせた催事の開催や、令和５年度に策定したアクション

プランに基づき伴走支援を実施することで、適切な運営に努め、過去最高の売上額となっ

た。 

②については、同協会が運営する施設での販売状況や顧客の声の事業者へのフィードバ

ックにより事業者が取り組む県産品の開発に寄与した。 

③については、観光物産館において、季節や客層に応じた商品構成を充実拡大し、販売

商品の品揃えを豊富にするとともに、新聞折込みチラシによる話題商品の紹介を積極的に

行った。また、日本橋ふくしま館においても、プレＤＣを契機として、観光情報を始めと

する本県の現状を総合的・継続的に発信し、県産品の風評払拭等を促進した。 

また、物産展事業については、本県の観光情報と県産品の魅力を一体的に発信し、県産

品の販路拡大と観光客の誘客に向けた事業を実施した。 

総じて、物産・観光に関する情報を積極的に発信しており、顧客の声や売上実績等を事

業者にフィードバックするなど、県アンテナショップとしての基本的な役割を果たしてい

る。 

今後も、県アンテナショップの運営により、物産を振興していく必要がある。 

 

○（１）ウについて 

施設管理運営事業については、①くろがね小屋、②天鏡閣・迎賓館の運営に分けられる。 

①については、建替工事により令和５年４月から営業休止中であるが、休止期間におけ

る顧客のつなぎ止めと周辺地域の観光振興を図るため、「ほんとの空ツーリズム！」を実

施し、新規顧客の獲得や情報発信、安達太良山周辺の観光コンテンツの磨き上げ等を行っ

た。 

②については、国指定重要文化財である天鏡閣の魅力発信のため、季節に合わせたイベ

ントの開催や、美術作品の展示会等により、施設の活用と誘客促進を図った。 

 

 視点２：経済性・効率性 
     事業の収支バランスと採算性・収益性の視点  
 

１ 収支バランスの評価 

  協会としての当期一般正味財産増減額は、インバウンド関連の受託料収入の減等によ

り、対前年度比１０，５８９千円の減となったものの、５３，９６５千円の黒字となった。 

これは、観光物産館等における売り上げ増加が主な要因である。 

   

２ 経費削減策の評価 

能力開発、人材育成、適材適所の人事配置、公平・公正な処遇、適正な人事管理を行う

ため、平成２４年度から職員の勤務評定を実施し、１２月の賞与並びに定期昇給に反映さ

せている。 
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事業費においても、消耗品費や光熱水費等において経費削減を意識しながら運営してい

るが、今後もなお一層の経費削減の努力をしていく必要がある。 

 

３ サービス向上策の評価  

当該法人は接遇や顧客のニーズを捉え、運営方法を改善していくとともに、職員一人ひ

とりが観光と物産両方の豊かな知識を持つなど、職員の資質向上を図りながら、更なる顧

客満足度の向上を目指していく必要がある。 

 
 

 

 〔一次点検評価：公社等の自己点検〕  

 視点３：課題への対応状況 

 共通課題１：東日本大震災からの復旧状況 
       原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況 
 

１ 東日本大震災からの復旧状況 

(1) 天鏡閣  

ガラス破損２８１枚、内壁・天井の漆喰壁の広範囲に及ぶ剥離とひび割れ 
→ 平成２４年１１月末工事完了 

(2) 迎賓館 

一部の外壁・内壁の剥離とひび割れ並びに長屋門の外壁のひび割れ 

→ 平成２４年５月に工事完了 

 

２ 原子力発電所事故に伴う・損害賠償請求の状況 

損害賠償請求額 １，６５１，７８１円（Ｈ２７．８．１～Ｒ２．７．３１分） 

（参考：令和２年度計上分 １１０，１１９円） 

 

 個別課題１：公益法人認定法の遵守：  

 

１ 取組実績  

県や市町村、関係団体等と密接に連携し、本県観光と物産の振興のため、各種事業 

を積極的に展開し、公益法人にふさわしい事業を実施した。 

・ 県内の教育旅行関係者と連携し、学校、教育委員会、旅行会社等を対象とした誘

致キャラバンを２１都道府県で実施 

・ ＳＤＧｓ探究プログラムを組み込んだモニターツアーを実施し、本県教育旅行の

魅力発信に努めたほか、県内の各地域が広域で取り組むスポーツ・文化合宿の誘致

の取組を支援 

・ 台湾やタイなどアジア圏の観光客を中心に訪日旅行の動きが加速する中、受入環

境やコンテンツの整備を始め、ターゲットとなる国々に対する効果的なプロモーシ

ョンを実施したほか、当協会の英語サイト「Fukushima Travel」やＳＮＳによる情

報発信を実施 

・ 台湾からのツアー造成や国際教育旅行誘致のため、現地において商談会への参加

や学校訪問を実施したほか、海外のエージェントに対し、旅行商品造成を支援 

・ ホープツーリズムツアーの拡大する需要に対応するため、教育旅行と企業等研修

を中心として、協会受注ツアーの催行や他の旅行会社からの受注手配（ランドオペ

レーター）等に適切に対応 

・ ホープツーリズムツアーの進行役であるフィールドパートナーの確保・育成、企

業研修プログラムの造成等による受入体制の強化 
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・ 「県産品選定委員会」による特定施設における取扱商品の公平性及び公正性の確 

保 

・ 福島県観光物産館のＥＣ事業や受注（客注）業務と統合したオンラインストア「ふ

くふくマルシェ」の運営を通した県産品の販売促進、販路拡大を支援 

・ 単独では販売力の弱い事業者への販路開拓の支援と県産品の流通促進・拡大を図

るためのＢtoＢ型(企業間取引)卸売事業の実施 

・ 日本橋ふくしま館における首都圏での県産品の普及啓発、販路開拓、観光・定住

二地域居住情報の発信 

・ 各施設での積極的な市町村観光ＰＲと県産品の催事等の実施による販路開拓 

・ 県有観光施設における適切な管理運営 

 

２ 実績に対する評価 

令和７年度の公益目的事業において、県や市町村、関係団体と連携しながら公益法

人として各種事業を積極的に展開し、観光と物産の振興に努めた。 

・ 令和７事業年度の剰余金 ２９，８０８，２６９円（令和８年度に解消予定） 

・ 公益目的事業比率  ９９．０％ 

 
個別課題２：人材の確保及び育成による組織運営の充実強化  

 

１ 取組 

平成２９年３月に「人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針」を策定し、  

組織運営上の課題を抽出し、人材の確保及び育成による組織運営の充実強化の基本的

な考え方を定めた。 

(1) 組織運営の課題 

・ 現正規職員の能力向上並びに協会を牽引する新規正規職員の採用 

・ 自主財源の確保 

 

(2) 取組方針 

① 人材の確保･育成 

・ 中・長期的に必要な正規職員の採用と業務量に合わせた非常勤職員の労働契

約法も見据えた対応 

・ 人材育成に重点を置いた人事配置 

・ 各種資格取得を奨励する自己啓発への支援 

・ 研修会の開催、外部研修の受講 

② 自主財源の確保 

・ 安全かつ効率的な基本財産の運用 

・ 会費収入の増（新型コロナ感染症の状況を踏まえた会費徴収の再開） 

・ 国、県等からの事業受託などによる財源の確保 

・ 各施設における収益の確保 

・ 経費の削減 

 

２ 実績 

(1) 令和７年度中の正規職員の退職者 １名 

(2) 令和８年４月１日付けで正規職員採用 ４名 

(3) 令和８年４月１日付けで正規職員の昇任 ０名 

(4) 非正規職員の有期労働契約から無期労働契約への転換(改正労働契約法対応) 

・ 有期（嘱託・スタッフ）職員から無期（嘱託・スタッフ）職員 ４名 

(5) 会員の状況 

◯ 令和８年３月３１日現在 

正会員 ２８２名 賛助会員 ８名  計 ２９０名 
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◯ 令和７年３月３１日現在 

正会員 ２９２名 賛助会員 ８名  計 ３００名 

◯ 令和６年３月３１日現在 

正会員 ２９６名 賛助会員 ８名  計 ３０４名 

◯ 令和５年３月３１日現在 

正会員 ２９７名 賛助会員 ８名  計 ３０５名 

◯ 令和４年３月３１日現在 

正会員 ２９６名 賛助会員 ８名  計 ３０４名 

◯ 令和３年３月３１日現在 

正会員 ２９７名 賛助会員 ８名  計 ３０５名 

◯ 令和２年３月３１日現在 

正会員 ２９９名 賛助会員 ６名  計 ３０５名 

◯ 平成３１年３月３１日現在 

正会員 ２８０名 賛助会員 ４名  計 ２８４名 

◯ 平成３０年３月３１日現在 

正会員 ２０２名 賛助会員 ２名  計 ２０４名 

◯ 平成２９年４月 １日現在 

正会員 １４６名 賛助会員 ２名  計 １４８名 

(6) 各施設の収益の確保については、視点１の１(2)の事業目標と事業実績に記述 

(7) 研修の実施 

◯ 接客マナー研修（外部講師活用） 

接客力の向上によるイメージアップを図るため、観光物産館及び日本橋ふくし

ま館の職員を対象に、基本的な接客マナーに関する研修（２回）を実施した。 

※ 観光物産館：令和７年６月４日、令和８年２月４日に開催 

◯ リーダー研修会（外部講師活用） 

観光物産館において、組織としての指示命令や伝達等を速やかに行うことを目

的に、正規職員、販売スタッフリーダー、サブリーダーを対象にリーダー研修会を

実施した。 

※ 令和７年６月１８日、１１月１９日に開催 

○ 県内生産者等現地研修 

福島県内の事業者・生産者等を訪問し、県産品に係る知識の習得と新商品の発

掘等を図るため、現地研修会（２回）を実施した。 

※ 大阪サテライトショップ：令和 7 年９月１１日～１２日に開催 

○ ラッピング研修会（外部講師活用） 

 日本橋ふくしま館において、職員の商品包装技術の向上を目的に、ラッピ

ング研修会（１回）を実施した。 

※ 令和７年７月３１日に開催  
 
 

個別課題３：公益目的事業と収益事業の見直し 

当協会は、平成２５年４月に公益財団法人へ移行している。 

当初は、 公益目的事業１ 福島県内観光の振興事業 

公益目的事業２ 福島県産品の振興事業 

収益事業  １ 浄土平レストハウスの運営 

収益事業  ２ くろがね小屋の運営 

収益事業  ３ 天鏡閣軽食販売事業 

収益事業  ４ 自動販売機管理事業 

として公益認定を受けたところであるが、平成３１年３月２２日福島県より変更認定を

受け、平成３１年４月１日より施行した。 
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１ 変更後の事業 

(1) 公益目的事業 

① 観光振興事業 

・ 国内誘客推進事業 

・ 海外誘客推進事業 

・ ホープツーリズム推進事業 

・ 教育旅行推進事業 

② 県産品振興事業 

・ 福島県観光物産館運営事業 

・ 日本橋ふくしま館運営事業 

・ 県産品流通促進事業 

③ 施設管理運営事業 

・ くろがね小屋運営事業 

・ 天鏡閣、迎賓館運営事業 

※ 浄土平レストハウス運営事業は、平成３１年３月に管理受託を終了。 

(2) 収益事業 

・ 天鏡閣軽食販売事業 

 

２ 課 題 

令和７年度については、公益目的事業としてインバウンド関係の委託事業等の受託

終了があったが、観光物産館や日本橋ふくしま館の売上げの増により、運営資金が確

保された。 

しかしながら、長期国債等により運用している基本財産受取利息では自主財源の確
保が難しいことから、今後の協会の安定的な事業運営と職員の雇用確保を図るため、

公益目的事業の観光事業を始めとする国、県等の委託事業などの積極的な受託や観光
物産館等各運営施設における更なる営業努力と経費の削減を念頭に、さらには、新型

コロナウイルス感染症の影響で４分の３の額に免除していた民間事業者の会費を令和

７年度から全額徴収するなどにより運営資金の確保に努めている。 
 

 
 
 〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕  

 視点３：課題への対応状況 

 共通課題１：東日本大震災からの復旧状況 
       原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況 
 

 特に意見無し。 

 

 個別課題１：公益法人認定法の遵守  
 

令和７年度は観光物産館等の売り上げ増加などによる一時的な余剰金の発生があるもの

の、今後解消される見込み。今後も引き続き、公益法人認定法を遵守した運営が求められる。 

 

 個別課題２：人材の確保及び育成による組織運営の充実強化  
 

 平成２９年３月に「人材の確保及び育成による組織運営の充実強化方針」を策定し、今後

の人材確保及び育成に向けての考え方をまとめ、着実に取り組んでいることは評価できる。 
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 今後も引き続き、現状に合わせた方針の見直しを図りながら、適切な人材の確保及び育成

による組織運営の充実強化が求められる。 

 

個別課題３：公益目的事業と収益事業の見直し 
 

 公益目的事業の観光事業を始めとする国、県等の委託事業などの受託や観光物産館等各運

営施設における更なる営業努力と経費の削減に取り組んでいることは評価できる。  

 今後も引き続き、現状に合わせた方針の見直しを図りながら、資金確保に取り組むことが

求められる。 

 

 
 



２　付表１：公社概要

公社等の名称

設立根拠法令

設立年月日

代表者職氏名

事務所の所在地

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

県所管部・課

設立目的

経営理念・目標等

資本金・基本金 H22末 R4末 R5末 R6末 R7末 R8末予定

（単位：千円） 917,600 917,600 917,600 917,600 917,600 917,600

県出資額 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

（構成比） 54.5% 54.5% 54.5% 54.5% 54.5% 54.5%

１　経営理念
　　福島県内の物的・人的資源を活用した「観光と物産」の総合的・一体的な
　展開を図り、本県の地域経済社会の活性化と多様な交流の拡大及び観光立国
　の推進に寄与する。
２　方針
 (1)　中核的機関としての役割
　　　福島県をはじめ行政や民間事業者と連携・協力しながら、また、行政や
　　民間事業者では実施困難な部分について、当協会が中核的機関としての役
　　割を担いながら各種事業を積極的に展開していく。
 (2)　主体性と効率性を備えた健全な法人経営の確立
　　　公益法人制度改革の趣旨を踏まえ、｢公益目的事業の適正な実施による
　　公益の増進」を図るべく、公益認定基準等に適合した適切な運営体制を築
　　き、効率的な経営の改善に努め、継続的かつ安定的な経営基盤の強化を図
　　る。
 (3)　職員の資質向上
　　　公益法人としての責任と役割を果たすため、職員の意識改革を進め、プ
　　ロ意識の高い職員の資質向上を図る。
 (4)　法令遵守
　　　個人情報・企業情報の守秘義務の堅持はもとより、コンプライアンスを
　　徹底し、職務の公正性・透明性の確保に取り組む。

福島市三河南町１番２０号

http://www.tif.ne.jp

国内外からの観光客の誘致促進、福島県産品の開発・育成、販路の拡大及び観光・
物産関係施設の整備運営を行うなど、観光・物産振興の総合的・一体的な展開を図
り、福島県の地域経済社会の活性化と多様な交流の拡大及び観光立国の推進に寄
与することを目的とする。

公益財団法人福島県観光物産交流協会

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律｣

昭和６３年６月１日
（平成２０年４月１日３団体統合・平成２５年４月１日公益財団法人移行）

理事長　守 岡　文 浩

観光交流局 観光交流課
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出資順位 構成比

1 10.9%

1 10.9%

3 4.9%

4 2.2%

4 2.2%

4 2.2%

4 2.2%

主な事業内容
（詳細：付表２）

福島県市長会

福島県町村会

（株）大東銀行

100,000

100,000

20,000

出資額団体名

令和7年度末
出資等内訳
（単位：千円）

※県出資等を除く。

（公益目的事業）
　１　福島県内の観光と物産の振興に関する事業
　２　国内外からの観光客の誘致促進に関する事業
　３　観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事業
　４　ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業
　５　ふるさと産品の普及宣伝及び育成販売に関する事業
　６　福島県等が所有する観光・物産関係施設等の整備運営に関する事業
　７　旅行業法に基づく旅行業
　８　その他の公益目的を達成するために必要な事業
（収益事業等）
　１　福島県等が所有する観光施設等における食堂及び売店及び宿泊施設経営
　　事業
　２　その他前号に定める事業に関連する事業

東北電力（株）

東京電力（株）

20,000

20,000

（株）東邦銀行

（株）福島銀行 20,000

45,000
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３　付表２：実施事業

1 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 47,410 41,250 45,454 9,090 皆増 皆増

2 事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 31,098 26,510 26,510 4,545 皆増 皆増

ふくしまデスティネーションキャンペーンに向けた観光コンテンツ磨き上げ
域内連携促進事業

観光を支える人材育成や県内各地の魅力（歴史・文化・食・自然などのコンテンツ）の磨き上げ
を行うため、着地型旅行商品の造成までをテーマとした観光セミナーやコンテンツ造成実績の
ある事業者を招いたフォーラムを開催する。

継続的な観光需要の獲得を目指し、地域の観光事業者等を対象とした観光コンテンツの造成
や磨き上げ等のための支援、商談会での周知活動を行い、地域の自立性及び稼ぐ力の創出を
図る。また、あしたの散歩帖情報発信ツールの管理・保守を適切に実施する。

フォーラム開催
　・ふくしまＤＣに向けた観光フォーラムの開催（1回）
セミナー開催
・ふくしまＤＣに向けた観光セミナーの開催（全４回）
商談会への参加
・商談会への参加（１回）

ふくしまDC周知拡大デジタルプロモーション事業

ふくしまＤＣの周知を図るため、ふくしまの旅ウェブサイト及びＳＮＳを活用した情報発信を行い、
ふくしまＤＣの認知度を高めるとともに、次年度に実施予定のキャンペーンに向けて、効果的な
ユーザー層のデータ収集を行う。

観光市場の動向、公式サイト「ふくしまの旅」へのアクセス、トレンド分析を行い、適切なターゲッ
トに対しデジタルの手法を用いたプロモーションを継続的かつ効果的に実施する。

記事作成
・プレＤＣ特別イベント特集記事の作成　3回
・本番DC特別イベント特集記事の作成  1回
ＳＮＳ広告
Ｍｅｔａ広告（Instagram）・Yahoo！news広告　2回
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3 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 14,273 15,143 15,143 15,143 皆増 皆増

4 事業名 継続事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 982 983 1,633 1,633 皆増 皆増

5 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 6,356 18,020 18,128 18,033 皆増 皆増

避難地域１２市町村において、地域の関係者と連携しながらフットパスのコース造成、モニター
イベントの開催等に取り組む。

避難地域１２市町村において、歩いて復興の状況に触れることのできるフットパスコースを造成
し、地域の賑わい創出や活性化を図る。

双葉町と大熊町において、キックオフセミナー、ワークショップ、フィールドワーク等を実施し、復
興の状況に触れることのできるフットパスコースを新たに作成するとともに前年度にコースを作
成した広野町においてイベントを開催し、在日外国人向けメディア“JapanTimes”にこれらのイベ
ントの記事を掲載した。
また、前年度にコースを作成した３地域（富岡町、楢葉町、広野町）のＰＲ動画を制作し専用サイ
トに掲載するとともに、在日外国人向けメディア“Tokyoweekender”に記事を掲載した。併せて今
年度取組地域のフットパスコースのＰＲ動画を制作し、専用サイトへ掲載するなどの情報発信を
行った。

福島県観光誘客促進・情報発信事業

県内の観光情報を収集しながら、県内外のイベント会場への出展や商談会への参加により本
県観光のＰＲを行う。

県全体の観光情報の取りまとめや発信など観光行政の基本となる業務を行い、観光誘客を図
る。

・商談会参加数　４件
・県外でのイベント会場におけるＰＲ活動　２件

歩いて楽しむ復興探究事業

本県の観光情報を収集し、年間を通じた総合情報発信業務としてホームページの管理運営、季
刊観光情報誌の発行、県内外の観光イベントによる広報宣伝等を行い、総合的な観光振興施
策を実施する基盤を強化することにより、原子力災害に伴う本県の風評払拭と観光産業の復興
を図る。

・ホームページ　　　延べページビュー数１７，６６９，２０７pv
・Ｘ（旧Twitter）　フォロワー　３７，１００名
・Instagram（インスタグラム）　投稿回数94回
・ほんものの旅　　　秋冬号　通常版 84,000部､　JR版 35,000部
　　　　　　　　 　　　　春夏号　通常版 84,000部､　JR版 35,000部
・東北ブロック定例記者会見への参加　４件

福島県観光推進基盤強化事業

本県の観光情報を収集し、年間を通じた総合情報発信業務としてホームページ「ふくしまの旅」
の管理運営、観光情報誌「ふくしまほんものの旅」の発行、県内外のイベント出展等を行う。
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6 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － － － － 4,466 皆増 皆増

7 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 36,364 30,000 20,909 22,727 皆増 皆増

8 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 62,839 134,620 133,768 133,476 皆増 皆増

・既存着地型観光コンテンツのブラッシュアップ5コンテンツ　着地型商品申込件数　７７件
・SNSを活用した情報発信フェイスブック投稿数　６５件　インスタグラム投稿数　６４件
・多言語WEBサイト3,400,604ｐｖ　内訳　英語　2,623,601pv　簡体　448,968pv
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 韓国　144,900ｐｖ　ベトナム　183,135pv

福島インバウンド誘客周遊促進事業

海外からの旅行商品を開発・企画する旅行会社等に対し商品造成の支援を行う。

旅行商品の造成支援により海外からの誘客促進を図る。

支援ツアー件数　７７５件
（台湾６７５件、タイ６７件、韓国１６件、香港１１件、ベトナム４件、米国１件、マレーシア１件）
対象延べ宿泊者数　２２,２３８人泊

福島ならではの発酵食文化の魅力を多角的に発信し、健康・美容志向の新規層に対する認知
拡大と来訪意欲の向上を図ることを目標とする。あわせて、公式HP・SNSを活用し、興味関心の
深化、効果的な誘客促進につなげる。

情報発信
・Instagram投稿数（Facebook連動）５１回
　　フォロワー数　９，９４４名（３月末時点）
・X投稿数　２４回　※リポスト含む
ウェブサイト記事更新　７回
ＳＮＳ広告配信
・（Meta（Instagram））広告　2回
（Ｗｅｂサイト）改修
今後の管理運営を容易にし、ユーザーが求める情報へのアクセスをスムーズにするための
CMSを導入した。また、ターゲット層への訴求を高めるため、デザインを最適化した。

デジタルコンバージョン事業

各地域のプレイヤーと連携し、着地型観光コンテンツのオペレーション、販売、プロモーションを
サポートするとともに、その商品に則したガイドの育成を行うほか、訴求力が高いコンテンツに
ついてデジタルマーケティングを活用しコンバージョンへと結びつけ、訪日外国人旅行者の誘客
を図る。

既存着地型観光コンテンツのブラッシュアップを行い、その商品に則したガイドの育成を行うほ
か、訴求力が高いコンテンツについて、BtoCとBtoBにおける販売施策をデジタルを中心に実施
し、実際のコンバージョンへと結びつける。

ふくしま発酵ツーリズム情報発信事業

福島ならではの多種多様な発酵食文化の魅力を効果的かつ多角的に伝えるため、公式ＨＰや
ＳＮＳによる情報発信を行い、健康や美容に関心の高い新たな層からの誘客促進を図る。
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9 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 2,089 1,979 2,887 5,350 皆増 皆増

10 事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － － － － 57,500 皆増 皆増

浜通りの観光関連事業者向けに海外の旅行会社等とのマッチングやホープツーリズム専門の
通訳ガイドの育成を実施する。併せて多言語ガイドブックの制作を行い、モニターツアー等で事
業者やガイドの磨き上げを図る。またそれに関わる着地型旅行商品を造成し、商談会や旅行博
等へ参加、Ｗｅｂサイトでの情報発信を実施する。

ホープツーリズムを切り口として、外国人観光客に実際に福島に来て見ていただくことにより風
評の払拭や風化の防止を図るとともに、浜通りならではの魅力の発信により本県へのインバウ
ンド誘客拡大につなげる。

・商談会の参加（VISIT JAPAN TRAVEL　MICEマート・東北遊楽日）
・旅行博出展（台湾FUN 飛福島2025・台湾東北遊楽日）
・招請ツアー　旅行会社３回　インフルエンサー３回

国際教育旅行等誘致促進事業

台湾から国際教育旅行誘致を図るため、現地における福島県教育旅行セミナーの開催や教育
旅行関係者を本県に招聘して、本県の正しい情報や教育旅行素材のPRなどを行い、海外から
の教育旅行誘致を行う。

海外の学校との交流受入校を増加させ、受入体制の強化を図ることで、海外からの教育旅行
誘致を図る。

・教育旅行関係者向け現地セミナー　２回（台湾　台北・高雄の２地域）
・フォローアップセールス　16校
・ＪＮＴＯ主催南東北３県連携台湾招請の対応
・県主催　単独招請の対応
・学校交流受入れの対応　リアル１６件、オンライン１４件

ホープインバウンド誘客事業
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11 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 21,086 90,345 121,136 121,136 皆増 皆増

12 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － － 15,664 15,664 14,506 皆増 皆増

・公式ＨＰ（エンジョイ＋）リニューアル
・自動翻訳ツールを活用し多言語（英語・繁体字）ページを作成
・ホープツーリズム公式ライン：フォロワー２８０名
・コンテンツと連動した投稿５件造
・モデルコースを造成情報発信回数８回（ラインメッセージ投稿８件、VOOM投稿８件）
・リピーターを対象としたモデルコースの造成：３件
・公式アンバサダーと連携した事業周知
・アンバサダーを活用したモニターツアー　２回
・一般観光客向け周遊バスの運行　送客人数　：７５名

コンテンツの更なる掘り起しやプログラム化、情報の集約及び発信を行う総合窓口の整備・運
営を行い、交流人口の拡大に資するとともに、富岡町にホープツーリズムサポートセンターを設
置し、現地対応や地域人材の更なる発掘等、受入体制の強化を図る。

総合窓口の整備・運営業務
・問い合わせ対応件数　２３３件
・ホープツーリズム公式サイトの運営　アクセス数　　　５７６，７２１PV
ホープツーリズム公式ロゴマークを活用した周知拡大
・「LINEスタンプ」配布及びダウンロードについて周知（フォロワー２８０名）
ホープツーリズム専用教材
・作成部数：５，０００部
セミナー・イベント参加
・セミナー実施　６回　イベント参加１回
フィールドパートナー人材育成研修（スキルアップ）
・講義１７回　模擬ツアー３回
企業研修プログラムの造成
・造成６件　モニターツアー４回
ホープツーリズムツアー販売事業
・４８６件　19、588人
募集型旅行商品造成・飯米
・旅行会社４社、12商品、販売人数３４３人
セミナー開催
・4回

一般観光客向けホープツーリズム情報発信事業

一般観光客向けのホープツーリズムの魅力や、民間旅行事業者が商品造成した一般観光客向
けホープツーリズムに関する旅行ツアーの情報を収集し、WEBサイト及びSNS等デジタルを活
用した情報発信を行い、原子力災害で風評被害を受けている浜通り地域の風評払拭に繋げ
る。

一般観光客向けホープツーリズムに関する旅行ツアーの情報を収集し、WEBサイト及びSNS等
のデジタルを活用した情報発信を行い、風評払拭に繋げる。

ホープツーリズム総合運営事業

ホープツーリズムのコンテンツの更なる掘り起こしやプログラム化、情報の集約及び発信を行う
総合窓口の整備・運営を行うことで、旅行会社、学校、団体等への情報提供、旅行会社の旅行
商品造成をサポートし、ホープツーリズムの更なる推進及び交流人口の拡大に資するとともに、
関係者等を招請することにより人材育成研修プログラムの深化を図る。
また、ホープツーリズム来訪者の増加に対応するため、フィールドパートナーの受入体制を強化
するとともに、富岡町にホープツーリズムサポートセンターを設置し、現地対応や地域人材の更
なる発掘等を実施することにより、受入体制の強化を図る。
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13 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 1,213 11,056 11,056 11,056 11,056 皆増 皆増

14 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 3,513 14,969 13,424 14,545 8,293 皆増 皆増

15 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 47,524 40,669 40,668 40,669 皆増 皆増

県外の教育旅行関係者や旅行会社を対象としたモニターツアーを実施し、本県教育旅行の学
習効果や魅力の周知拡大を図る。また、本県への教育旅行を実施した学校への取材を行い、
情報発信及び県外の教育旅行関係者向けガイドブックの更新等に活用する。

県内教育旅行の学習効果や魅力について情報発信を行うとともに、プログラムの磨き上げを行
い、教育旅行の誘致促進につなげる。

・教育旅行モニターツアーの実施　６回（１都２府１４県）
・ホープツーリズム・教育旅行のガイドブック修正又は改訂
　（ホープツーリズム総合20,000部、教育旅行総合5,000部）
・新規ＳＤＧs探究プログラムの造成（３件）
・既存ＳＤＧsプログラムの検証を目的としたモニターツアーの実施（県内高等学校１校）
・ツーリズムEXPO（名古屋）出展

合宿の里ふくしま復興事業

県内で地域連携し合宿誘致に取組む団体に対し、連携や誘致活動に係るPRツール等の作成
や、モニターツアー、下見対応などを通じ、本県の合宿の魅力をポータルサイト等で情報発信を
行う。

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、広く本県の合宿受入関連の情報を発信
し、合宿誘致促進を図る。

・ワンストップ窓口への問合せ件数：６２件
・ウェブサイト訪問者数：３，４６２ユーザー
・ふくしま田園中枢都市圏エリアへ支援（成果：７４件　3,110名）
・ポーツチームアスリート向け総合展への参加
・合宿誘致活動（キャラバン）の実施

教育旅行魅力発信強化事業

ふくしま教育旅行誘致促進事業

教育旅行を担当する旅行会社へ直接訪問するキャラバンを実施し、本県の教育旅行をPRする

とともに、ワンストップ窓口やホームページを通じた情報発信を行う。

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、本県教育旅行の誘致を図る。

・教育旅行誘致キャラバンの実施　対象地域２１都府県
・教育旅行ワンストップ窓口の運営
・県と連携した教育旅行入込調査の実施
・「ふくしま教育旅行」ホームページの運営管理ホームページ情報発信件数　２４件
・東北観光推進機構等が実施するセミナー、商談会への参加（３会場）
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16 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） - - - 7,192 7,196 皆増 皆増

17 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 17,565 27,893 14,214 9,106 8,614 51.8% 49.0%

18 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 26,290 22,364 21,988 20,502 19,886 78.0% 75.6%

・　県からの委託経費
　　　H22年度　11,928千円　　R 4年度　11,622千円　　R 5年度　 9,825千円
　　　R 6年度 　15,915千円　　R 7年度　15,818千円
・　入館者数
　　　H22年度　25,006人　　R 4年度　20,767人　　R 5年度　24,415人
　　　R 6年度　22,549人　　R 7年度　22,255人
・　入館料
　　　H22年度　7,585千円　　R 4年度　6,314千円　　R 5年度　7,435千円
　　　R 6年度　7,059千円　　R 7年度　6,920千円

天鏡閣の適正な管理・運営

県から指定管理者の指定を受け、天鏡閣を管理運営する。

天鏡閣管理運営事業

・　売上高
　　　H22年度　17,970千円　　R 4年度　31,003千円　　R 5年度　 2,842千円
　　　R 6年度　　3,209千円　　R 7年度　　     0千円
　　　　※　R5からＲ6の売上高は、建替工事に係る安全確保対策の受託料等
・　利用者数
　　　H22年度　2,842人　　　　R 4年度　4,076人　　　　R 5年度　    0人
　　　R 6年度　　　　0人　　　　R 7年度　　　　0人

既存のくろがね小屋の運営状況の把握・分析を実施するとともに、検討すべき必要事項の洗い
出し、営業再開に向けた既存顧客のつなぎ止めを行う。

　「ほんとの空ツーリズム！」の実施
　　・幹事会（３回）の実施
　　・モニターツアーの実施（２回）
　　・推進会議の実施
　　・登山道保全関係者フィールドワーク

くろがね小屋の管理関連業務

県から委託を受け、くろがね小屋を管理運営する。
※　令和５年４月より建替工事のため営業を休止中

くろがね小屋の施設、設備及び備品の適切な管理と利用しやすい山小屋の運営

新くろがね小屋あり方調査検討事業

休業前の運営実績の分析、営業再開に向けた分析・検討及び顧客つなぎ止めに向けた施策を
検討する。

 3-9



19 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 8,546 9,657 12,675 11,693 11,917 136.8% 139.4%

20 事業名 継続事業 収益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） - 3,281 3,654 3,814 3,882 皆増 皆増

21 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 30,752 75,408 82,840 79,551 84,435 258.7% 274.6%

観光物産館管理運営業務

福島県観光物産館の管理運営を県から受託（指定管理）し、県産品の展示販売を行う。

売上高

売上高
　　２２年度　　　２４５，４２９千円　　Ｒ４年度　　　８５９，７１０千円　　Ｒ５年度　　　９０６，０９８千
円
　　Ｒ６年度　　　９５６，２８０千円　　Ｒ７年度　１，０８４，７６９千円

天鏡閣の館内及び屋外売店において、軽食及び土産品を販売する。

売上目標額 5,600千円

売上高
　R 4年度　3,953千円　　R 5年度　5,361千円　　R 6年度　5,528千円　　R 7年度　5,465千円

迎賓館等管理事業

福島県迎賓館を管理運営する。また、営業休止中のくろがね小屋建替事業に係る小屋周辺情
報等の助言等支援を行う。

・迎賓館の適正な管理・運営
・くろがね小屋建替事業に係る小屋周辺情報等の適切な助言等支援

・　県からの委託経費（補助金を含む）
　　　H22年度　 8,546千円　　R 4年度　10,405千円　　R 5年度　13,918千円
　　　R 6年度　12,330千円　　R 7年度　13,052千円
・　迎賓館庭園の入園者数
　　　H22年度　3,834人　　　R 4年度　2,045人　　　R 5年度　1,923人
　　　R 6年度　1,637人　　　R 7年度　 2,137人
　※　特別公開入館者    　R 4年度　763人　　R 5年度　812人　　　R 6年度　829人
　　　　　　　　　　　　　　　　　R 7年度　757人

天鏡閣軽食販売事業
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22 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 203,958 175,389 160,551 222,219 皆増 皆増

23 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 660 935 717 717 皆増 皆増

24 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R5/H22 R6/H22

（単位：千円） 　－ 7,709 8,752 8,752 8,752 皆増 皆増

観光関連施設と連携しながら、首都圏から本県への移住に関する魅力を情報発信するととも
に、県が都内に設置している移住相談窓口への具体的な相談につなげ、本県への定住・二地
域居住を推進する。

相談件数

観光相談、定住・二地域居住相談件数　　２０８件

県産品情報発信連携事業（県観光物産交流協会連携事業）

県産品の風評払拭、販路回復・拡大を図るため、大阪サテライトショップの運営を行う。
　（開設：平成３０年７月１７日）

売上高

売上高
　　R４年度　１１，０５３千円　　R５年度　１４，６２３千円　　R６年度　１６，２４２千円
　　R７年度　１５，２２１千円

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」運営事業
　※　Ｒ５年度から「運営事業」と「賑わい創出ＰＲ事業」が統合。

県から首都圏における情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の管理運営を受託する。

早期の風評払拭と「ふくしま」のイメージ回復を図るため、県産品の魅力をＰＲするとともに復興
に向かう「ふくしまの今」を発信する。

・年間来館者　　３８５，９７３人　　　　・催事出展者件数　　２４８件
・売上額　　　　　４６９，１９６千円　　 ・マスコミ取材　 　　　　１６件

東京都内情報発信拠点を活用した移住促進事業
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25 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

開催回数 ２２年度６０回 Ｒ４年度５５回 Ｒ５年度４９回 Ｒ６年度５２回 Ｒ７年度４５回

売上高 431,561千円 220,359千円 242,448千円 216,913千円 238,134千円

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） 8,797 1,062 5,573 2,591 6,563 29.5% 74.6%

26 事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

（単位：千円） － 9,046 7,289 6,690 4,302 皆増 皆増

単独では販売力の弱い事業者の販路開拓を支援し、県産品の流通促進・拡大を図るため、展
示・商談会等で開拓した小売店等へ営業活動を行い、ＢｔｏＢ型の卸売事業を行う。

卸売額

卸売額
　　R４年度　　９５，９７１千円　　 R５年度　１０７，４７３千円
　　R６年度  １３０，３６３千円　　 R７年度　１５１，４０５千円

主催物産展等開催事業（協会自主財源事業）

本県の優れた県産品の販路拡大を図るため、国内各地で物産展を開催する。

開催回数　売上高

県産品流通促進卸売事業（R７年度は協会自主財源事業）
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４　付表３：経営状況

区　　　分 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

①　収入 963,099 4,706,573 2,895,890 3,360,597 3,347,517 349% 348%

収 当期収入合計 918,085 4,266,033 2,388,426 2,826,017 2,746,047 308% 299%

支 うち基本財産運用収入 10,970 6,017 5,307 5,309 5,311 48% 48%

の うち事業収入 584,174 1,468,014 1,649,190 1,842,052 2,035,209 315% 348%

状
うち補助金等（補助金・負
担金・交付金・委託料等） 322,941 2,768,065 703,719 949,250 672,379 294% 208%

況 うち借入金 0 0 0 0 0 - -

うち特定預金取崩 0 0 0 0 0 - -

前期繰越収支差額※１ 45,014 440,540 507,464 534,580 601,470 1188% 1336%

②　支出 870864 4,199,109 2,361,310 2,759,127 2,692,619 317% 309%

うち人件費総額 306057 415,163 439,989 453,747 476,494 148% 156%

うち人件費総額管理費（除人件費） 12483 898 1,158 577 677 5% 5%

うち事業費（除人件費） 527632 3,782,805 1,920,163 2,304,803 2,215,447 437% 420%

③　当期収支差額※２ 47221 66,924 27,116 66,890 53,428 142% 113%

④　次期繰越収支差額※１ 92235 507,464 534,580 601,470 654,898 652% 710%

①　資産 1214827 1,680,617 1,858,121 1,876,631 1,881,588 154% 155%

財 流動資産 174233 313,843 480,259 470,462 429,770 270% 247%

産 固定資産 1040594 1,366,774 1,377,862 1,406,170 1,451,818 135% 140%

の ②　負債 144396 255,554 405,942 359,898 310,890 249% 215%

状 流動負債 126878 247,548 397,937 351,893 307,206 277% 242%

況 うち借入金 12516 0 0 0 0 - -

固定負債 17518 8,005 8,005 8,005 3,683 46% 21%

うち借入金 0 0 0 0 0 - -

③　正味財産 1070430 1,425,063 1,452,179 1,516,733 1,570,698 142% 147%

うち当期増減額 47221 64,857 27,116 64,554 53,965 137% 114%
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５　付表４：経営分析
区　　     分 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R6/H22 R7/H22

①公益事業比率 28.7 99.4 99.0 99.1 99.0 345.3% 344.9%

支出額計 870,864 4,199,109 2,361,027 2,759,127 2,692,619 316.8% 309.2%

公益事業支出額 250,047 4,174,107 2,337,165 2,733,977 2,665,430 1093.4% 1066.0%

収益事業支出額 620,817 3,281 3,654 3,814 3,882 0.6% 0.6%

②直営事業比率 20.4 93.2 91.7 92.6 93.6 453.9% 459.0%

支出額計 216,447 4,177,376 2,340,819 2,737,791 2,669,312 1264.9% 1233.2%

直営事業支出額 177,604 3,892,145 2,147,503 2,534,313 2,499,275 1426.9% 1407.2%

再委託事業支出額 38,843 285,231 193,316 203,478 170,037 523.8% 437.8%

75.1 0.08 0.16 0.14 0.15 0.2% 0.2%

- -

- -

35.2 64.9 29.5 33.6 24.5 95.5% 69.6%

105.4 126.8 120.7 133.7 139.9 126.8% 132.7%

10.6 0.5 0.9 0.8 0.9 7.4% 8.2%

35.1 9.9 18.6 16.4 17.7 46.9% 50.4%

1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

3,874 4,417 4,536 4,727 4,963 122.0% 128.1%

9,280 15,617 17,002 19,188 21,200 206.8% 228.4%

94.8 15.0 62.5 47.8 70.9 50.4% 74.8%

20.7 26.9 25.5 23.5 22.3 113.6% 107.7%

※　⑥欄及び⑬欄の「補助金等」には、昨年度まで補助金のみを計上し計算していたが
　　負担金、交付金、委託料等を含むことが判明したため、平成22年度以降の数値を修正した。

⑬補助金等（補助金・負担金・交付
    金・委託料等）に含まれる人件
    費比率 （人件費／補助金等）

⑭事業収入に含まれる人件費比率
　（人件費／事業収入）

⑪一人当たりの人件費
　（人件費／総職員）

⑧管理費比率
　（管理費／支出額計）

⑨人件費比率
　（人件費／支出額計）

⑩借入金比率
　（借入金／資産）

③自主事業比率
　（自主事業／支出額計)

④施設等利用人数
　（行政客体）

⑥補助金等（補助金・負担金・交付
    金・委託料等）比率
　（補助金等額／当期収入合計）

⑦流動比率
　（流動資産／流動負債）

⑫一人当たりの事業収入
　（事業収入／総職員）

⑤施設等稼働率
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５　付表４ー２：経営分析

⑮長期借入金の状況 (令和7年決算の内訳） （単位：千円）

金額

利率
借入先 返済予定目　　　的

該当なし
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６　付表５：組織人員体制

１　役職員の状況

区分 H22末 R4末 R5末 R6末 R7末 R8(4/1) R7/H22 R8/H22

常勤役員 2 2 2 2 2 2 100% 100%

プロパー - -

民間 - -

県ＯＢ 2 2 2 2 2 2 100% 100%

県現職派遣 - -

その他 - -

非常勤役員 23 9 9 9 9 9 39% 39%

民間 20 8 8 8 8 8 40% 40%

県ＯＢ - -

県現職 1 1 1 1 1 1 100% 100%

その他 2 - -

合　　計 25 11 11 11 11 11 44% 44%

常勤職員 22 26 29 29 27 32 123% 145%

プロパー 16 18 21 22 21 25 131% 156%

民間 2 3 3 2 2 3 100% 150%

県ＯＢ 2 2 2 2 2 - -

県現職派遣 3 3 3 3 2 2 67% 67%

その他 1 - -

非常勤職員 57 68 68 67 69 60 121% 105%

嘱託員 25 31 32 33 36 31 144% 124%

臨時職員 32 35 35 34 33 29 103% 91%

人材派遣 2 1 - -

その他 - -

合　　計 79 94 97 96 96 92 122% 116%

２　職員の年齢構成 (令和8年7月1日現在)

区　分 ～30歳 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56～60 61～

プロパー 1 4

民間 2

県ＯＢ 2

県現職派遣 2

その他

合計 0 0 0 0 2 1 8 0

プロパー 1 4 4 5 5 1

民間 1

県ＯＢ

県現職派遣

その他

合計 0 1 4 4 6 5 1 0

総計 0 1 4 4 8 6 9 0

(単位：人）

一
般
職
員

職
員

役
員

（
監
事
含
む

）

(単位：人）

管
理
職
員
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７　付表６：県の関与状況

区　　分 H22決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算 R8当初 R7/H22 R8/22

①補助金等 321,701 2,745,382 685,920 928,455 639,133 634,312 199% 197%

106,494 61,128 48,447 49,286 50,342 50,342 47% 47%

0 0 - -

0 0 - -

185,018 2,653,808 608,344 843,372 552,494 547,059 299% 296%

30,189 30,446 29,129 35,797 36,297 36,911 120% 122%

②貸付金 27,790 0 0 0 0 0 - -

③損失補償額（契約額） 23,798 0 0 0 0 0 - -

④債務保証額（契約額） - -

⑤役員就任（監事を除く） 3 3 3 3 3 3 100% 100%

常勤役員 2 2 2 2 2 2 100% 100%

県ＯＢ 2 2 2 2 2 2 100% 100%

県現職派遣 - -

上記以外の職員 - -

非常勤職員 1 1 1 1 1 1 100% 100%

三役 - -

部局長 1 - -

県ＯＢ - -

上記以外の職員 1 1 1 1 1 - -

⑥監事就任 0 0 0 0 0 0 - -

三役 - -

部局長 - -

上記以外の職員 - -

⑦評議員就任 1 1 1 1 1 1 100% 100%

部局長 1 1 1 1 1 - -

上記以外の職員 1 - -

⑧職員派遣 2 3 3 3 2 2 100% 100%

管理職員 2 2 2 2 2 - -

一般職員 2 1 1 1 0 0 - -

人
的
関
与

指定管理料

財
政
的
関
与

補助金

負担金

交付金

委託料
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８　別紙１

名　　　　　　称 R7決算額

補助等の目的 （単位：千円）

公益財団法人福島県観光物産交流協会事業等補助金

事業運営にかかる人件費・運営費の補助

補助金額合計 50,342

福島県観光誘客促進・情報発信事業

県全体の観光情報の取りまとめや発信など観光行政の基本となる業務を
行い、観光誘客を図る。

歩いて楽しむ復興探究事業

避難地域１２市町村において、歩いて復興の状況に触れることのできるフッ
トパスコースを造成し、地域の賑わい創出や活性化を図る。

デジタルコンバージョン事業

既存着地型観光コンテンツのブラッシュアップを行い、その商品に則したガ
イドの育成を行うほか、訴求力が高いコンテンツについて、BtoCとBtoBに
おける販売施策をデジタルを中心に実施し、実際のコンバージョンへと結び
つける。

福島インバウンド誘客周遊促進事業

海外からの旅行商品を開発・企画する旅行会社等に対し商品造成の支援
を行う。

国際教育旅行等誘致促進事業

海外の学校との交流受入校を増加させ、受入体制の強化を図ることで、海
外からの教育旅行誘致を図る。

ホープインバウンド誘客事業

ホープツーリズムを切り口として、外国人観光客に実際に福島に来て見て
いただくことにより風評の払拭や風化の防止を図るとともに、浜通りならで
はの魅力の発信により本県へのインバウンド誘客拡大につなげる取組を
行う。

22,727

133,476

5,350

57,500

区分

補助金

負担金

交付金

50,342

1,633

18,033
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ホープツーリズム総合運営事業

コンテンツの更なる掘り起しやプログラム化、情報の集約及び発信を行う
総合窓口の整備・運営を行い、交流人口の拡大に資するとともに、富岡町
のホープツーリズムサポートセンターを運営し、現地対応や地域人材の更
なる発掘等、受入体制の強化を図る。

一般観光客向けホープツーリズム情報発信事業

一般観光客向けホープツーリズムに関する旅行ツアーの情報を収集し、
WEBサイト及びSNS等のデジタルを活用した情報発信を行い、風評払拭に
繋げる。

ふくしま教育旅行誘致促進事業

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、本県教育旅行の誘致
を図る。

合宿の里ふくしま復興事業

東日本大震災及び原子力災害による風評を払拭し、広く本県の合宿受入
関連の情報を発信し、本県への合宿誘致促進を図る。

教育旅行魅力発信強化事業

県内教育旅行の学習効果や魅力について情報発信を行うとともに、プログ
ラムの磨き上げを行い、教育旅行の誘致促進につなげる。

新くろがね小屋あり方調査検討業務

既存のくろがね小屋の運営状況の把握・分析を実施するとともに、検討す
べき必要事項の洗い出し、営業再開に向けた既存顧客のつなぎ止めを行
う。

迎賓館等管理業務

・迎賓館の適正な管理・運営
・くろがね小屋建替事業に係る小屋周辺情報等の適切な助言等支援

首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」運営業務

首都圏情報発信拠点施設「日本橋ふくしま館」の運営

東京都内情報発信拠点を活用した移住促進事業

日本橋ふくしま館を拠点として本県への定住・二地域居住を推進

県産品情報発信連携事業（県観光物産交流協会連携事業）

大阪サテライトショップの運営

委託料額合計 552,494

8,293

40,669

7,196

92,250

717

8,752

14,506

11,056

9,200

121,136

委託料
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天鏡閣の管理・運営業務（指定管理者）

・天鏡閣の適正な管理・運営

福島県観光物産館の管理に関する基本協定・年度協定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福島県観光物産館の管理・運営業務（指定管理者）

指定管理料額合計 36,297

損失補償額合計 0

債務保証額合計 0

損失補償額

債務保証額

貸付金

指定管理料

15,818

20,479
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９　別紙２ 役員の状況 令和8年6月末現在

当初就任日

現任期満了日

R4.4.1

Ｒ９．６

H25.4.1

Ｒ９．６

R7.4.1

Ｒ９．６

R6.4.1

Ｒ９．６

R7.4.1

Ｒ９．６

R5.6.26

Ｒ９．６

R7.4.1

Ｒ９．６

H25.4.1

Ｒ９．６

R7.6.23

Ｒ９．６

R7.4.1

Ｒ９．６

R3.6.28

Ｒ９．６
（一社）福島県銀行協会　常務理事千葉　純久 〃

上榁　治男 〃
（公財）福島イノベーション・コースト構想推進機構
福島オフィス　総務部長

和田　光浩 〃 福島県農業協同組合中央会  参事兼会長室長

(一社）日本旅行業協会福島県支部　支部長

安田　清敏 〃 福島県町村会　常務理事兼事務局長

篠崎　清輝 〃

（株）うすい百貨店　取締役
総務人事部長（兼）店舗開発担当

畠　ひで子 〃
飯坂温泉旅館協同組合女性部
いいざか乙和会　会長

溝井　啓介 〃

加藤　泰広 非常勤 福島県観光交流局　次長

佐藤　　淳 常勤　 元総務部次長

非常勤

職　　名

理事長 守岡　文浩 常勤　 元避難地域復興局長

区分 定数 氏　　名
常勤・非常

勤の別

福島県旅館ホテル生活衛生同業組合  理事

理　事

監　事

副理事長 小口　憲太朗

常務理事
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